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２．対象・目的・内容
　芳田小学校でタブレットＰＣ(11台）を試行導入し、２年間（平成27年・平成28年)かけて今後の本市のＩＣＴ教
育推進のデザイン（ハード

年

・ソフト）について検討する。

事 業 概 要

　芳田小学校（教員・児童）
事業の対象

（誰・何を）

　児童・生徒の情報活用能力の育成、及び教職員の情報機器活用能力の向上を図る。
事業の目的

（どういう状態

にするために)

度

・タブレットＰＣを用いての授業等を実施
事業の内容 ・教職員のタブレットＰＣ研修

（どういう内容 ・タブレットＰＣを活用した実践集等の作成
を行うのか)

平成２８年度　当初予算事業の概要説明書
（兼評価説明書） 1 頁
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等 の 説 明

・タブレットＰＣを用いての研究授業を開催し、子どもたちの興味・関心をひく授業を展開することができた。 
・教職員によるタブレットＰＣの研修を実施し、指導者のスキルが向上するきっかけとなった。
・情報教育推進部会においてタブレットＰＣ研修を実施し、今後の本市の方向性について協議することができた 。

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 0 実施主体の妥当性 0

１ ポイント 直接

当

のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 0 市民ニーズの把握 2
事 業 の 拡充

次 総合評価

評

　児童生徒の情報活用能力の育成及び教職員の情報機器活用能力の向上を図ることは、学習指導の関係上必須であ
る。

説 明
価

評 価

初

事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 2 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 3 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 2
事 業 の 継続実施

次 総合評価
　現在、芳田小学校で行われている試験的な取組であ

予

るが、タブレットＰＣ等を活用したＩＣＴ教育は今後、重要

評 なカリキュラムになると考えられるため、市内の全小学校へと広がっていくことを期待する。

説 明 　また、不注意で破損させた場合は修理代の負担を求めること
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